
25年度予算額 24年度予算額 増減額 増減率

3,930,000 3,814,000 116,000 3.0

1,170,000 1,105,000 65,000 5.9

146,500 141,000 5,500 3.9

668,000 598,000 70,000 11.7

365,000 340,000 25,000 7.4

180,000 164,000 16,000 9.8

2,529,500 2,348,000 181,500 7.7

6,459,500 6,162,000 297,500 4.8

収入 417,870 437,697 △19,827 △ 4.5

支出 417,478 436,767 △19,289 △ 4.4

収入 113,800 9,600 104,200 1085.4

支出 348,829 220,596 128,233 58.1

平成２５年度予算案の概要について

会計名

　国は、長引く円高・デフレ不況を打破するため、大胆な金融政策、機動的な財

政政策、そして民間投資を喚起する成長戦略という「三本の矢」によって、経済

再生を推し進め「強い経済」を取り戻すことに全力で取り組むとしています。

　本町においては、この国の取り組みが町財政にどのように影響してくるのか注

視しつつ、増加の一途をたどる社会保障関係経費、公共施設の大規模修繕、上下

水道会計をはじめとした特別会計への繰出金などに対処しながら、引き続き山積

する諸課題に的確に対応し、総合計画に掲げられています６つの基本目標ごとに

定めた重要施策を優先的に実施し、継続的で健全な町づくりを推進していきま

す。

（単位：千円、％）

国民健康保険特別会計

公共下水道事業特別会計

後期高齢者医療特別会計
特
別
会
計

小計

資本

水
道
事
業
会
計

農業集落排水事業特別会計

合計

１　予算規模

一般会計

介護保険事業特別会計

収益

3.教育・文化
・公民館施設管理事業

・海洋センター施設管理事業

4.都市基盤・生活基盤
・圏央道ＩＣ周辺地域整備事業

・地域公共交通システム構築事業

・水道施設一元化計画

5.豊かさと活力を育む
・「道の駅ごか」振興事業

・新規就農支援事業

6.まち・地域づくり、行財政運営
・隣保館施設管理運営事業

・行政管理事業

1.環境・防災・防犯
・防災無線受信 防災ラジオ購入

・防犯灯設置管理事業

2.健康・子育て・福祉
・救急情報キット設置事業

・結婚サポート事業
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２　一般会計の歳入の状況

　○町税　　１８億７，２１４万円　　対前年度　△１億２，１８３万円（△６．１％）

　○譲与税・交付金　　１億９９９万円　　対前年度　△９７８万円（△４．７％）

　○地方交付税　　５億３，０００万円　　対前年度　３，０００万円（６．０％）

・普通交付税は、基準財政収入額における町税の減などにより３，０００万円の増

　○国・県支出金　　４億４，０５５万円　　対前年度　５，７３８万円（１５．０％）

　○繰入金　　３億９，９８７万円　　対前年度　　１億２，２７７万円（４４．３％）

　○諸収入　　８，０４０万円　　対前年度　３，９９３万円（９８．７％）
・農村空間整備事業利根下総地区事業完了に伴う清算金（４千万円）の増

　○町債　　２億４００万円　　対前年度　８０万円（０．４％）

・臨時財政対策債　２億円、事業債　４００万円の借入

〈参　　考〉
年度末町債残高（一般会計）

平成２３年度末　　　　　　４１億７，８０６万円
平成２４年度末見込　　　３７億８，６４１万円
平成２５年度末見込　　　３５億４，６７８万円

３　一般会計の歳出の状況

　○人件費　　８億４，９９９万円　　対前年度　２，４８１万円（３．０％）

・退職手当の増

　○扶助費　　５億７，０２０万円　　対前年度　３，０６３万円（５．７％）

　○公債費　　４億９，８０９万円　　対前年度　４，８５７円（１０．８％）

・農村空間整備事業利根下総地区事業完了に伴う清算金（４千万円）の繰上償還充当による増

　○投資的経費　　１億７，０５１万円　　対前年度　４，６３３万円（３７．３％）

　○補助費等　　６億３８２万円　　対前年度　△４，１４０万円（△６．４％）

　○繰出金　　６億３，５６９万円　　対前年度　４，２３７万円（７．１％）

４　財源不足への対応

　○臨時財政対策債の発行　　２億円　　前年度同額

　○基金の取崩し（財政調整基金）　　３億６，４５６万円　　対前年度　２億２５０万円（１２５．０％）

〈参　　考〉

年度末基金残高（一般会計）

平成２３年度末　　　　　　２４億４，０４６万円（土地開発基金を除く）

平成２４年度末見込　　　２１億３，２３９万円（土地開発基金を除く）

平成２５年度末見込　　　１７億３，３５２万円（土地開発基金を除く）

・町税のうち、固定資産税が土地、家屋、償却資産とも減額となり、１億１，２６８万円の減、町民税も個人、法人とも減となり
１，４２９万円の減、たばこ税は５２５万円の増

・国民健康保険が６００万円の増、介護保険事業が８４４７万円の増、公共下水道事業が８３８万円の増、農業集落排水事
業が１，６９８万円の増

・地方消費税交付金　４００万円の減、地方譲与税が　３００万円の減

・障害福祉サービス費の増

・ふれあいセンターの大規模改修工事、海洋センターのプール改修工事費の増
　

・水道事業会計補助金において、給水料金の増に伴い、収益的収入が増えたことで水道事業会計に対する補助金が減

・財政調整基金から　３億６，４５６万円、公共用地施設整備基金から　３，３７５万円を繰入

・ふれあいセンター大規模修繕工事の補助金が２，７００万円の皆増、児童虐待防止対策緊急強化事業補助金が２６９万
円の増、妊婦健康診査臨時特例交付金拡充支援事業費補助金が地方交付税措置により減
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一般会計 歳　入
（単位：千円：％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 比率

1 町税 1,872,143 47.6 1,993,968 52.3 △ 121,825 △ 6.1

2 地方譲与税 60,000 1.5 63,000 1.7 △ 3,000 △ 4.8

3 利子割交付金 2,500 0.1 2,600 0.1 △ 100 △ 3.8

4 配当割交付金 2,400 0.1 1,900 0.1 500 26.3

5 株式等譲渡所得割交付金 100 0.0 400 0.0 △ 300 △ 75.0

6 地方消費税交付金 119,000 3.0 123,000 3.2 △ 4,000 △ 3.3

7 自動車取得税交付金 11,400 0.3 13,000 0.3 △ 1,600 △ 12.3

8 地方特例交付金 3,700 0.1 5,000 0.1 △ 1,300 △ 26.0

9 地方交付税 530,000 13.5 500,000 13.1 30,000 6.0

10 交通安全対策特別交付金 800 0.0 780 0.0 20 2.6

11 分担金及び負担金 58,793 1.5 60,508 1.6 △ 1,715 △ 2.8

12 使用料及び手数料 9,941 0.3 10,161 0.3 △ 220 △ 2.2

13 国庫支出金 243,979 6.2 216,854 5.7 27,125 12.5

14 県支出金 196,570 5.0 166,318 4.4 30,252 18.2

15 財産収入 4,395 0.1 5,735 0.2 △ 1,340 △ 23.4

16 寄附金 3 0.0 3 0.0 0 0.0

17 繰入金 399,872 10.2 277,101 7.3 122,771 44.3

18 繰越金 130,000 3.3 130,000 3.4 0 0.0

19 諸収入 80,404 2.0 40,472 1.1 39,932 98.7

20 町債 204,000 5.2 203,200 5.3 800 0.4

3,930,000 100.0 3,814,000 100.0 116,000 3.0

款 款名称 平成25年度 平成24年度 対前年度

合　　　　計
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一般会計 歳出目的別内訳

（単位：千円：％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 比率

1 議会費 80,752 2.0 82,803 2.2 △ 2,051 △ 2.5

2 総務費 505,688 12.9 524,241 13.7 △ 18,553 △ 3.5

3 民生費 1,128,299 28.7 1,046,249 27.4 82,050 7.8

4 衛生費 436,656 11.1 500,264 13.1 △ 63,608 △ 12.7

5 労働費 90 0.0 90 0.0 0 0.0

6 農林水産業費 263,290 6.9 246,334 6.5 16,956 6.9

7 商工費 5,893 0.1 5,230 0.1 663 12.7

8 土木費 402,116 10.2 376,887 9.9 25,229 6.7

9 消防費 220,976 5.6 219,356 5.8 1,620 0.7

10 教育費 369,628 9.4 342,575 9.0 27,053 7.9

11 公債費 498,089 12.7 449,515 11.8 48,574 10.8

12 諸支出金 4,578 0.1 5,262 0.1 △ 684 △ 13.0

13 予備費 13,945 0.3 15,194 0.4 △ 1,249 △ 8.2

3,930,000 100.0 3,814,000 100.0 116,000 3.0

款 款名称
平成25年度 平成24年度 対前年度

合　　　　計
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一般会計 歳出性質別内訳

（単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 比率

人件費　（イ） 849,990 21.6 825,184 21.6 24,806 3.0

うち職員給 485,592 12.4 479,856 12.6 5,736 1.2

扶助費 570,202 14.5 539,575 14.1 30,627 5.7

公債費 498,088 12.7 449,514 11.8 48,574 10.8

1,918,280 48.8 1,814,273 47.5 104,007 5.7

170,513 4.3 114,182 3.0 56,331 49.3

うち補助事業 4,500 0.2 3,600 0.1 900 25.0

うち単独事業 161,411 4.1 110,582 2.9 50,829 46.0

災害復旧費 0 0.0 10,000 0.3 △10,000 皆減

1,953 0.0 1,059 0.0 894 84.4

170,513 4.3 124,182 3.3 46,331 37.3

物件費 526,409 13.4 592,246 15.5 △65,837 △ 11.1

維持補修費 52,821 1.3 20,466 0.5 32,355 158.1

補助費等 603,824 15.4 645,221 16.9 △41,397 △ 6.4

うち一部事務組合 345,048 8.8 343,710 9.0 1,338 0.4

繰出金 635,687 16.2 593,316 15.6 42,371 7.1

積立金 5,321 0.2 5,902 0.2 △581 △ 9.8

1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

貸付金 2,200 0.1 2,200 0.1 0 0.0

予備費 13,945 0.3 15,194 0.4 △1,249 △ 8.2

1,841,207 46.9 1,875,545 49.2 △34,338 △ 1.8

3,930,000 100.0 3,814,000 100.0 116,000 3.0

851,943 21.6 826,243 20.9 25,700 3.1

投資的経費中・人件費再掲（ロ）

投資的経費計

投資及び出資金

その他経費計

歳出合計

（イ）＋（ロ）　人件費

性質別名称
平成25年度 平成24年度 対前年度

義務的経費計

普通建設事業費
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（総務課）

新規 ・防災無線受信　防災ラジオ購入 612万円

  災害時要援護者及び地域支援者に防災行政無線が受信できる防災ラジオを設置す
　る。

（財務課）

新規 ・ＬＥＤ防犯灯の設置 90万円

地球温暖化防止のため、消費電力を抑制するＬＥＤ電球への切り替えを順次行っていく。

（建設環境課）

・太陽光発電システム設置に対する補助 200万円

太陽光発電システムを設置した新規の個人住宅を対象に、１件あたり１０万円を上
限に補助を行う。

（町民税務課）

新規
少子化の大きな要因となっている晩婚化・未婚化対策として、独身男女の出会い・
結婚を支援していく。

8万円

（町民税務課）

啓発活動を充実させ、特定健康診査に対する受診率の向上を図る。 447万円

（健康福祉課）

日常の健康管理や健康増進を図るため、各種検診をはじめ禁煙、高血圧、脂質異常
症などの健康教育を実施する。

1,879万円

（健康福祉課）

健康に関する啓発活動の充実を図るとともに、保健指導の充実や各種健康教室への
参加を促す。

110万円

（健康福祉課）

新規 　緊急時に適切な処理ができるよう、災害時要援護者等に救急情報キットを配布する。 16万円

（教育委員会）

新規 　公民館施設のバリヤフリー化を推進する。 260万円

（教育委員会）

新規 　海洋センター施設の老朽化に伴う改修工事を実施する。 2,380万円

○地域福祉活動支援事業

○地域防災対策推進事業

平成２５年度　主要事業一覧

○特定健康診査等事業

○公民館施設管理事業

１．豊かな自然と安全を育む　　－環境・防災・防犯－

３．人と文化を育む　　－教育・文化－

２．健やかと安らぎを育む　　－健康・子育て・福祉－

○健康づくり推進事業

○海洋センター施設管理事業

○防犯灯設置管理事業

○再生可能エネルギー推進事業

○健康増進事業

○結婚サポート事業
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（建設環境課）

事業主体となる組合への運営助成や企業誘致活動用パンフレットの作成等。 205万円

（総務課）

町の公共交通システムを構築のため、新規バス実証実験を行う。 1,165万円

（上下水道課）

新規 ・水道施設一元化計画 1億円

川妻浄水場に埼玉県水を受水するとともに、２系統の給水区域を一元化し、全域に
配水する。

（上下水道課）

新規 ・浄化センター耐震実施設計委託費 2,000万円

環境浄化センターの耐震工事のための実施設計を行う。

（産業課）

・道の駅ごかリニューアル工事（第２期）等 2,500万円

「道の駅ごか」のリニューアルにあわせファーストフードコーナーを新たに整備
し、利用者の利便性向上を図る。

（産業課）

新規 ・新規就農･経営継承総合支援事業 150万円

人・農地プランに位置付けられている就農時の年齢が45歳未満の独立・自営就農者
を支援する。

（産業課）

新規 ・農地集積推進事業 240万円

農地集積の支援として、人・農地プランに位置付けられている経営体に農地を提供
する農業者に対して、農地集積協力金を交付する。

（産業課）
新規 農業後継者を育成・確保するため、農業経験の浅い農業後継者等を対象に、必要な

知識や生産技術を習得するための研修会を開催する。
30万円

（総務課）

ふれあいセンターにおいて老朽化した空調、トイレ、壁、天井等を改修し、住民の
利用促進を図る。

3,600万円

（財務課）

第２次行政改革運営プラン実施計画（後期）の策定を行う。 0万円

○担い手育成支援事業

○隣保館施設管理運営事業

６．ともにまちを育む　　－まち・地域づくり、行財政運営－

○水道施設整備事業

○担い手育成支援事業

５．豊かさと活力を育む　　－産業－

○「道の駅ごか」振興事業

４．ゆとりとうるおいを育む　　－都市基盤・生活基盤－

○下水道施設整備事業

○行政管理事業

○地域公共交通システム構築事業

○圏央道IC周辺地域整備事業

○担い手育成支援事業
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